
 

 

第６９７回通関協議会（本関地区） 

 

１、  日  時   平成２８年  ６月  ７日 （火） １２時より 

２、 場  所   第一港湾合同庁舎 ２階 第一会議室 

３、 議題等（敬称略） 

 

（１） 日モンゴル経済連携協定に係る輸入通関時の留意点等について 

業務部 須原 上席調査官 

 

 

その他・連絡事項等 

・水産資源保護法施行規則の改正について 

業務部 金子 統括審査官（通関総括第３部門） 

 

 

 

 

次回開催予定日  平成２８年７月１２日（火） 12：00～  

開 催 場 所   第一港湾合同庁舎 ２階 第一会議室 

当協会に関するご質問や議題提起がありましたら、事務局あてにご連絡ください 

公益財団法人日本関税協会横浜支部 

TEL 045-680-1757  FAX 045-680-1758 

E-mail: bra_yokohama@kanzei.or.jp 

 

 



日モンゴル経済連携協定における
輸入通関時の留意点等について
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本関地区通関協議会資料
横浜税関業務部原産地調査官



• ＨＳ番号の表記：ＨＳ2012に従う(モンゴル協定附属書２(品目別規則)）

（モンゴル運用上の手続規則第１規則2）

• 発給機関：モンゴル商工会議所 (モンゴル運用上の手続規則第８規則4)

• 記入言語：英語 (モンゴル協定第３・16条５)（モンゴル運用上の手続規則第１規則１）

• 提出時期：輸入申告時（ただし、災害その他やむを得ない

理由がある場合、許可前引取りを行う場合には、

提出を猶予） (関税法施行令第61条第４項）

• 有効期間：発給された日から１年間（モンゴル協定第３・16条７) 

(関税法施行令第61条第５項）

• 対象となる輸入：１回限り (モンゴル協定第３・16条７)

• 発給後の修正：修正、追記箇所に、発給機関の印影又は
署名がある場合は受理(モンゴル運用上の手続規則第４規則２)

原産地証明書に係る留意点①
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輸
入
申
告

協定発効後

船積み

協定発効前

○ 輸入申告の際にモンゴル協定上の遡及発給された原産地証明書を提出できる場合、モンゴルEPA
税率の適用が可能。
○ また、上記書類を提出できない場合であっても、提出猶予の申し出・許可前引取り（BP）申請を行い、
事後に、遡及発給された原産地証明書を提出することにより、モンゴルEPA税率を適用可能。

・輸送中

・保税地域に蔵置
されている

輸入申告時に必要書
類を提出できない場
合は、BPを利用。

※原産地証明書は原則として船積
み前に発給することとされているが、
協定発効前に船積みされた貨物に
ついては原産地証明書が遡及発給
される。

原産地証明書に係る留意点②

モンゴル協定発効前に船積みされた貨物の取扱い
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※モンゴルEPA税率の適用を求める
申告は、協定発効日（6月7日）から
可能。



原産地証明に係る留意点③

◆モンゴルから輸入される産品のうち、

以下３品目については品目証明書の

提出が求められる

①カードドリンク

②ラプシャヌードル

③チャツァルガンワイン

(品目証明書）
Ministry of Food and Agriculture 

Mongolia 
 

CERTIFICATION 
 

            Date Issued:                 
 

This certificate is being issued upon the request of (name of the 
exporter) for the purpose of qualifying the product below for 
preferential tariff treatment in accordance with Annex 1 of the 
Mongolia-Japan Economic Partnership Agreement. 
 
Product description (check one of the followings); 

□ The originating goods classified under the tariff lines indicated 
with “(9)” in Section 1 of Part 2 of Annex 1  
or 
□ The originating goods classified under the tariff lines indicated 
with “(13)” in Section 1 of Part 2 of Annex 1  
or 
□ The originating goods classified under the tariff lines indicated 
with “(16)” in Section 1 of Part 2 of Annex 1 
 

HS code (6 digit):                 

Raw materials:                                               

Invoice number and Date:                                    
 
 
 
Signature of the person who certifies                         

Official stamp of the Ministry of Food and Agriculture  

（カードドリンク） （ラプシャヌードル）

（チャツァルガンワイン） （参考：チャツァルガン）
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日本

第三国

モンゴル

輸入申告における留意点①

○第三国を経由して締約国に輸入する場合で、モンゴルEPA税率の適用を受けようとする場
合には、輸入申告に際して、積送基準を満たしていることを示す書類（運送要件証明書）の提
出が必要となる。ＥＰＡの場合には「運送上の理由」は必要ない。

直接運送の場合

第三国を経由する場合

運送要件証明書として、以下のものが認められている。

①通し船荷証券の写し

②第三国の税関当局その他関連する団体が提供する証明書その他の情報であっ
て、当該第三国において積卸しその他産品を良好な状態に保存するために必要な
作業以外の作業が当該原産品について行われていないことを証明するもの
③その他税関長が適当と認める書類

（課税価格の総額が20万円以下の貨物については提出を免除） 5



輸入申告における留意点②

関税法施行令等の一部を改正する政令（抜粋）
（平成28年政令第204号）

現行改正案

関税法施行令

第61条 第1項第2号 ロ

（1）当該締約国から非原産国を経由して本邦へ向けて
運送される貨物で、当該非原産国において運送上の
理由による積替え及び一時蔵置（当該非原産国の保
税地域その他これに準ずる場所において当該非原産
国の税関の監督下で行われるものに限る。）以外の
取扱いがされなかったもの

（2） 当該締約国から非原産国における一時蔵置又は博
覧会等への出品（当該非原産国の保税地域その他こ
れに準ずる場所において当該非原産国の税関の監
督下で行われるものに限る。）のため送り出された貨
物で、当該貨物を送り出した者により当該非原産国か
ら本邦に送り出されるもの（当該貨物の当該非原産国
から本邦までの運送が直接運送品又は（１）に該当す
る貨物に係る運送に準ずるものである場合に限る。）

関税法施行令

第61条 第1項第2号 ロ

（1）当該締約国から非原産国を経由して本邦へ向けて
運送される貨物で、当該非原産国において積替え及
び一時蔵置（当該非原産国の保税地域その他これに
準ずる場所において当該非原産国の税関の監督下で
行われるものに限る。）以外の取扱いがされなかった
もの

（2） 当該締約国から非原産国における博覧会等への出
品（当該非原産国の保税地域その他これに準ずる場
所において当該非原産国の税関の監督下で行われる
ものに限る。）のため送り出された貨物で、当該非原
産国から本邦に送り出されるもの（当該貨物の当該非
原産国から本邦までの運送が直接運送品又は（１）に
該当する貨物に係る運送に準ずるものである場合に
限る。）
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輸入申告における留意点③
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輸入申告における留意点③（参考）
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• （注１）「MFN税率（実行最恵国税率）」は、実行のWTO税率若しくは国定税率（基本税率又は暫定税率）
を指す。

• （注２）当該細分にはINN品目（WTO協定の下における医薬品関税相互撤廃該当品目）が含まれており、
該当品目は一定期間、そのMFN税率（無税）が日モンゴルEPA附属書１の日本国の表に基づく税率より
低くなる場合がある。なお、INN品目には関税分類上特定できないものもある。詳しくは以下を参照。
http://www.customs.go.jp/tariff/fuhyo/index.htm （WTO協定の日本国の譲許表の附属書（医薬品関係
））』

• （※）日モンゴルEPA第２．４条第６項に基づき、MFN税率が同EPA附属書１の日本国の表に基づく税率よ
り低い場合には、その低いMFN税率をモンゴルEPA税率として適用する。

日モンゴルEPA（モンゴルEPA税率としてMFN税率（注１）を一定期間適用する品目）
（2016年6月現在）

3902.90-090 
（一部）（注２）

3902.90-010 
（一部）（注２）

3901.90-090 
（一部）（注２）

3901.90-010 
（一部）（注２）

2906.11-000 
（一部）（注２）



養殖業に大きな被害をもたらす魚病の海外からの侵入を防ぐため、

水産資源保護法施行規則が改正され、平成２８年７月２７日から、これまでの

生きているコイ、キンギョ、サケ（発眼卵・稚魚）、クルマエビ（稚エビ）等に加え、

新たに、以下のものについて、農林水産大臣の輸入許可が必要となります。

農林水産大臣の輸入許可にかかる手続
対象水産動物を輸入する場合、輸入許可手続が必要です。

動物検疫所へ
輸入許可申請
（輸出国政府が
発行する検査証
明書等の提出）

輸入許可証
の交付

（疾病が疑われ
た場合は、隔離
管理、焼却等）

到着時の
輸入検査

（書類・現物検査
により疾病の
有無を確認）

通
関

新たな輸入許可対象の水産動物及び養殖用飼料

アワビ、 カキ、 ホタテガイ、 テナガエビ、
ナイルティラピア、 マダイ、 ホヤ 等

卵、稚魚、親魚等全ての成長段階の生きているもの
（食用であっても対象となる場合あり）

飼料等養殖用に供する生きていないもの
（魚粉、魚油は除く）

※詳しくは、裏面をご参照下さい。



輸入許可の対象水産動物

魚類 サケ科魚類、 コイ、 フナ属魚類（キンギョ等）、
コクレン、 ハクレン、 アオウオ、 ソウギョ、
ナイルティラピア、 マダイ

甲殻類 クルマエビ科エビ類、
サクラエビ科アキアミ属エビ類、
テナガエビ科エビ類

貝類等 トコブシ、 フクトコブシ、 エゾアワビ、
クロアワビ、 マダカアワビ、 メガイアワビ、
マガキ属カキ類、 ホタテガイ、 マボヤ

水産
動物

生きて
いる
(全ての

成長段階)

生きて
いない

食用以外
（養殖用、観賞用など）

食用

養殖用

養殖用以外
（食用など（冷蔵・冷凍・乾物など））

①公共用水面 又は
②これに直接排水する施設
で保管するもの（※）

上記以外
（すぐに店頭等で販売、消費
されるもの）

魚粉、魚油以外のエサ等（※）

魚粉、魚油

輸入許可対象水産動物の用途別対象品目

（※）の輸入については、農林水産省 消費・安全局
畜水産安全管理課 水産安全室 （03-6744-2105）に
ご相談下さい。（http://www.maff.go.jp/j/syouan/suisan/suisan_yobo/index.html）

輸入許可手続については、到着予定の空港・海港の
動物検疫所にご確認下さい。（http://www.maff.go.jp/aqs/topix/fishinfo.html）

（下線部は新たに追加、拡大された水産動物）
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